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１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

平成26年６月27日に提出いたしました第77期（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）有価証券報告書の

記載事項の一部に誤りがありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を提出するものでありま

す。

　

２ 【訂正事項】

第一部　企業情報

　　第５　経理の状況

　　　１　連結財務諸表等

　　　　(1）連結財務諸表

　　　　　注記事項

　　　　　　（退職給付関係）

 

３ 【訂正箇所】

訂正箇所は　　を付して表示しております。

　

第一部 【企業情報】

第５ 【経理の状況】

１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

【注記事項】

(退職給付関係)

 

（訂正前）

前連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

（省略）

５ 複数事業主制度

（省略）

(2) 制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

4.85%

（省略）

当連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

１ 採用している退職給付制度の概要

当社及び一部の国内連結子会社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度、適格退職年金制度及び退職一

時金制度を設けております。

当社及び国内連結子会社が採用している厚生年金基金制度は代行型で、同業種の企業が集合して設立した総合型

基金であります。従って厚生年金基金に関しては当社グループ固有の債務額を算出することは不可能であることか

ら、本基金に関する債務額は退職給付債務額に含んでおりません。

適格退職年金制度については、国内連結子会社１社（簡便法）が採用、確定拠出年金制度については当社及び連

結子会社（在外連結子会社を含む）６社が採用しております。また、退職一時金制度は当社及び国内連結子会社５

社が採用しており、中小企業退職金共済制度は国内連結子会社２社が採用しております。

なお、一部の連結子会社が有する確定給付企業年金制度及び退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負

債及び退職給付費用を計算しております。
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２ 確定給付制度（簡便法を適用した制度を除く。）

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

退職給付債務の期首残高 560百万円

 勤務費用     44 〃

　利息費用      7 〃

　数理計算上の差異の発生額   △24　〃

　退職給付の支払額  △117 〃

　その他     18 〃

退職給付債務の期末残高    489百万円
 

（省略）

(3) 退職給付費用及びその内訳項目の金額

勤務費用 44百万円

利息費用      7 〃

数理計算上の差異の費用処理額     13　〃

特別退職金等     46 〃

確定給付制度に係る退職給付費用    112百万円
 

（省略）

３ 簡便法を適用した確定給付制度

(1) 簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

退職給付にかかる負債の期首残高 98百万円

 退職給付費用   △11 〃

退職給付にかかる負債の期末残高    86百万円
 

 

(2) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債の調整表

積立型制度の退職給付債務 83百万円

年金資産 　 △83 〃

      0 〃
 

非積立型制度の退職給付債務 　　 86　〃

連結貸借対照表に計上された負債の純額    86百万円
 

 

(3) 退職給付費用

簡便法で計算した退職給付費用 △11百万円

合計 △11百万円
 

 
４ 確定拠出制度

当社及び連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、79百万円でありました。

 
５ 複数事業主制度

（省略）

(2) 制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合（自　平成25年４月1日　至　平成26年３月31日）

5.03%

（省略）

EDINET提出書類

三共生興株式会社(E02534)

訂正有価証券報告書

3/5



 

（訂正後）

前連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

（省略）

５ 複数事業主制度

（省略）

(2) 制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

4.85%

（省略）

当連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

１ 採用している退職給付制度の概要

当社及び一部の国内連結子会社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度、適格退職年金制度及び退職一

時金制度を設けております。

当社及び国内連結子会社が採用している厚生年金基金制度は代行型で、同業種の企業が集合して設立した総合型

基金であります。従って厚生年金基金に関しては当社グループ固有の債務額を算出することは不可能であることか

ら、本基金に関する債務額は退職給付債務額に含んでおりません。

適格退職年金制度については、国内連結子会社１社（簡便法）が採用、確定拠出年金制度については当社及び連

結子会社（在外連結子会社を含む）７社が採用しております。また、退職一時金制度は当社及び連結子会社（在外

連結子会社を含む）７社が採用しており、中小企業退職金共済制度は国内連結子会社２社が採用しております。

なお、一部の連結子会社が有する確定給付企業年金制度及び退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負

債及び退職給付費用を計算しております。

 
２ 確定給付制度（簡便法を適用した制度を除く。）

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

退職給付債務の期首残高 560百万円

 勤務費用     37 〃

　利息費用      7 〃

　数理計算上の差異の発生額   △24　〃

　退職給付の支払額  △125 〃

　その他     34 〃

退職給付債務の期末残高    489百万円
 

（省略）

(3) 退職給付費用及びその内訳項目の金額

勤務費用 37百万円

利息費用      7 〃

数理計算上の差異の費用処理額     13　〃

特別退職金等     63 〃

確定給付制度に係る退職給付費用    122百万円
 

（省略）

３ 簡便法を適用した確定給付制度

(1) 簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

退職給付にかかる負債の期首残高 98百万円

 退職給付費用   △1　〃

　退職給付の支払額 △0　〃

　制度への拠出額 △9　〃

退職給付にかかる負債の期末残高    86百万円
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(2) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債の調整表

積立型制度の退職給付債務 83百万円

年金資産 　 △83 〃

      0 〃
 

非積立型制度の退職給付債務 　　 86　〃

連結貸借対照表に計上された負債の純額    86百万円

  

退職給付に係る負債    86百万円

連結貸借対照表に計上された負債の純額  86百万円
 

 

(3) 退職給付費用

簡便法で計算した退職給付費用 △1百万円

合計 △1百万円
 

 
４ 確定拠出制度

当社及び連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、72百万円でありました。

 
５ 複数事業主制度

（省略）

(2) 制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合（自　平成24年４月1日　至　平成25年３月31日）

5.03%

（省略）
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